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東京の事前復興まちづくりの自省的考証

̶岩手県野田村と山田町で感じたことから考える̶

市古太郎（首都大学東京）

１．事前復興まちづくりの経緯
　資料：事前復興まちづくりに関するノート（2011Sepリライフ研究会版）

２．東北被災地への支援と調査の関わり
　資料：防災復興研究者として，3.11後に走りながら感じ，行動したことから考える，日本建築学会2011
年度大会PD：これからの都市防災

３．3.11後の取り組みを通して，事前復興まちづくりの意味として，感じていること

　(1)東京の事前復興まちづくりの中で，これまでの到達点を踏まえ，取り組んでおくべきこと

　　1）時限的市街地：避難所生活をいかにスマートに解消するか
　　　　→人間の尊厳の問題として．
　　　　→民間・市民ベースできることはもっとあるハズ．

　　2）復興まちづくり協議会の事前検討
　　　　→事前検討されてきたこと：設立プロセス，メンバー構成，協議会の取り組み内容
　　　　→狭義の「まちづくり」だけでよいのか
　　　　→「受援力」問題．外部の資源をいかに使いこなすか．

　(2)事前復興まちづくりの方法論として

　　1）「被災地に寄り添う」とはどういうことか．
　　　　→常駐タイプと定点タイプ

　　2）「都市防災」と「コミュニティ防災」というフレームの再構築
　　　　→単にスケールの問題だけではない．
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事前復興まちづくりに関するノート（2011Sepリライフ研究会版）
市古太郎（首都大学東京）

1．ゼロ年代に展開した「事前復興まちづくり」
　※予防的市街地整備型「防災まちづくり事業」のゼロ年代における足踏み状況

　　(1)国と東京都の「負の資産」シフトとテコ入れ
　　　→2001 年都市再生プロジェクト第三次決定での密集市街地の対象地化
　　　→2003 年密集法改正に基づく「特定防災街区整備地区」制度
　　　→2006 年耐震改修促進法改正に伴う「耐震改修促進計画」策定の義務付け

　　(2)東京の密集市街地における事業スピードの鈍化
　　　→墨田区の幹線道路沿い不燃化促進事業の「抜け」の問題
　　　→木密地域における建物更新誘導が困難な住宅の老朽ストック化（たとえば東京都の「防災都市づく

り推進計画中間のまとめ」2009 年11 月によれば，重点整備地域の不燃領域率は，1998 年から
2002 年までの4.2％の増加から，2003 年から2008 年の5 年間では3.3％の増加に低減．

　※「事前復興まちづくり」の淵源の1つは，1980 年代を嚆矢とし，30 年を迎え，若干の足踏み状況に
あった「防災まちづくり」．言い換えれば「事前復興まちづくり」の意味を理解するには，都市防災事業が
始動した1960年代まで遡ることが必要．

2．事前復興まちづくりの射程
　事前復興まちづくりの直接的な出発点は，1995年の阪神・淡路大震災からの復興まちづくりにある．そ
してその出発点とは，「減災」アプローチに他ならない．すなわち，予防型の取り組みにより被害をゼロに
押さえ込むことは不可能であり，発災直後だけでなく，避難生活や復興まちづくりを含めて震災像として共
有し，対策を立て，準備しておく，という取り組みである．
　1995年からの系譜を述べれば，阪神・淡路の復興まちづくりとシンクロした動きとして，1997年の東京
都「都市復興マニュアル」の策定とマニュアルを基にした市区町村職員向け連絡会や職員研修の実施
（1998年度以降），2001年の東京都都市復興グランドデザインの公表といった東京都ベースの対応がなさ
れ，その後，2000年代前半からは，世田谷区，北区，足立区，練馬区，葛飾区，豊島区，八王子市など市
区自治体レベルで，地域住民，専門家も交えた協働での取り組みが本格化していく．
　この流れをふまえ，新宿区で事前復興まちづくりに取り組んできた佐藤滋は，事前復興まちづくりを次の
ように定義している．

　「被災から復興へつなげるイメージを持ち，被災後も連続的なまちづくりを進められるようまちづくりの体制を整備
し，具体的な計画づくりを進め，部分的にでも実行に移すこと 

　また阪神復興まちづくりの現場から，小林郁雄は次のように事前復興まちづくりを評価している．

　「最強の状態で地震を迎えるための取り組み」
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　筆者らのグループも上記の主張と近いが，本論文で取り上げる練馬区や，葛飾区，豊島区，八王子市での
実践型研究に基づいて，より具体的に事前復興まちづくりの到達点を述べておきたい．

(1)阪神･淡路復興まちづくり手法の脱構築（しくみづくり）
　阪神・淡路復興まちづくりにおいて機能してきた都市計画の手法，すなわち復興まちづくり協議会やこの
協議会による「まちづくり提案」といったしくみ，住み続けながら復興を進めるための拠点となる自力仮設
住宅といった住まい再建手法，平常時の法定都市計画事業，すなわち区画整理事業，再開発事業，地区計画
制度といった手法の大災害非常時に適用する改善点，といった内容について，現行手法の検証と新手法の制
度設計がなされてきた．

(2)各地域特性に応じた復興まちづくりの事前プロセスデザイン
　東京にも様々な地域社会特性がある．またそもそも，地盤条件と建造環境の点から，震災に対する脆弱性
には多寡がある．復興まちづくりの事前プロセスデザインとは，地域特性に応じて，震災像を共有し，発災
から避難生活，仮住まい，本格再建のプロセスデザインをしておこう．という取り組みである．これは地域
住民，行政，専門家が参画する「震災復興まちづくり模擬訓練」という場を通して検討がなされる．2011
年3月時点で，東京では31の実施地区がある．事前復興まちづくりの中で，最も中心的な取り組みである．
(1)での提案手法を検証する場としても機能してきた．

　図1  復興まちづくり模擬訓練の実施地区一覧（2010年3月）　参照

(3)復興に取り組むための布陣を整える
　前述した震災復興まちづくり模擬訓練の成果として，震災時に地域として対応するために必要な人的資源
や，頼れそうな専門家像といった人的ネットワークが共有されてくる．これらの人的ネットワークを描き，
必要な「つながり」を事前からつくっておこう，という事前の取り組みが展開している．たとえば，葛飾区
堀切地区では，復興訓練を通して，いざという時のための「復興協議会」のメンバー構成案を作成してお
り，毎年の防災訓練で見直しを行っている．

　図2  葛飾区堀切地区 震災復興の進め方の手引き　参照

(4)事前から復興に取り組む
　日本の地域組織は，「自分たちの町は自分たちで守る」という自主防衛の取り組みを伝統とし，地域防災
訓練や自警活動を担ってきた．「事前から復興に取り組む」とは，こういった地域の防災活動において，阪
神・淡路で明らかとなった「減災」の視点から，発災後に不可欠となる取り組みを準備しておこう，という
活動をさす．具体的には応急仮設住宅の地域内での建設場所を検討しておくことや，復旧復興活動のために
も細街路を拡幅整備しておく．といった内容である．これらは従前の地区を単位とした「防災まちづくり」
と大きく変わらない内容に見えるかもしれないが，災害像の共有と復興プロセスデザインといったエンパ
ワーメントを経て，地域住民にとっての意味は大きくなっているのである．

　図3 豊島区上池袋地区の復興訓練成果
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　ここで，半世紀にわたり東京で展開されてきた都市防災対策との関係を整理しておこう．整理にあたっ
て，都市―地区という空間スケールの軸と，建造環境改善重視か，地域組織のエンパワーメント重視か，で
区分する．空間スケール区分において，都市スケールとは，鉄道，マスコミ，インターネットで移動し，つ
ながる空間を，地区スケールとは，鉄道と自家用車を使わずに移動される空間であり，生活圏とも言える空
間スケールをさす．

　表1　 事前復興まちづくりの都市復興対策からみた位置づけ

　表1が事前復興まちづくりを意味づけるための区分図である．東京の都市防災は表1の整理から，都市ス
ケールかつ建造環境改善型，すなわち震災大火を遮断するための防災区画化と広域避難時の拠点を整備する
ことからスタートした．すなわち，1964年の江東区際勝基本構想の策定に基づき，白鬚東（1983年事業完
了），亀戸・大島・小松川（2005年事業完了）といった地区において，高層住宅整備とセットとなった防
災拠点整備事業が着手されていった．
　その後，1981年に東京都は防災生活圏構想を公表し，地区スケールを計画単位とした防災生活圏モデル
事業がスタートする．地区の中の細街路拡幅や木造建物の不燃化助成といった事業内容だが，この事業を進
めるにあたって，地域において「まちづくり協議会」が行政からの働きかけをきっかけに結成され，計画内
容の承認を行うと同時に，事業の進捗に伴って，防災訓練を通した整備施設の活用といった建造環境整備に
留まらない，地区住民の対応行動力の向上に焦点をあてた，参加型の取り組みが展開されていった．
　1995年阪神淡路大震災を契機として，さらにこの地区スケール，かつ，地域のエンパワーメント，という
領域が重視されてくる．すなわち1980年初頭から約15年間で取り組まれてきた地区スケールの建造環境改
善の「防災まちづくり」において，大震災　エンパワーメントを重視し，展開がなされてきたのである．
　一方，右上の都市スケール，かつ，エンパワーメントの領域は，「空白」と言ってよいだろう．もちろ
ん，東京都や東京消防庁では，地域危険度や延焼危険度といった都市スケールでの災害脆弱性調査を専門家
を集めて実施，結果を公表し，必要な対策を実施している．しかし，市民参加ないし東京の震災リスクを基
に都市像を共有していく，という試みは，ほとんどなされていないし，そのような「場」の制度設計がなさ
れなければいけないだろう．
　以上の事前復興まちづくりの位置づけを踏まえ，次章以下，練馬区の事前復興まちづくりについて，展開
に沿って分析していこう．

３．練馬区における事前復興まちづくり
　練馬区では，2003 年の東京都震災復興マニュアル改訂後，東京都からの復興訓練のよびかけに応じ，貫
井および桜台での震災復興まちづくり模擬訓練，練馬区震災復興マニュアル策定，「練馬区震災復興の推進
に関する条例」の制定といった事前復興まちづくりが展開している．これまで，個々の事例報告はあったも
のの，通時的に報告はされていない．そこでここでは練馬区の経緯を考察するため，次の3 つの時期に区分
して話を進めたい．

第Ⅰ期：震災復興まちづくり模擬訓練の試行（2003 年度）
第Ⅱ期：復興訓練を通した震災復興マニュアルの策定（2005 年度～2007 年度）
第Ⅲ期：日常時のまちづくりへの展開（2008 年度以降）
　以下，それぞれの時期の概略に触れた上で，各期の特徴を考察していく．

　表2  練馬区の事前復興まちづくりの取り組み経緯
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3.1　震災復興まちづくり模擬訓練の試行
　阪神・淡路大震災後，行政からの働きかけをきっかけに，東京では自主防災組織の結成と運営支援が進ん
だ．練馬区では，区立小中学校を単なる収容避難所としてだけではなく，応急対応と避難生活期における地
域の災害対策本部として機能させる「避難拠点方式」の取り組みが展開していた．
　2003年に東京都は震災復興マニュアル大きく改訂し「地域協働復興」を前面に押し出した．改訂版震災
復興マニュアルの検証という視点から，練馬区と墨田区の2地区で復興をテーマとして地域住民，行政，専
門家集団のワークショップが開催されることになり，ゼロからプログラムと訓練手法が開発され，震災復興
まちづくり模擬訓練として試行された．
　この時期の特徴として，1995 年1 月17 日，つまり阪神・淡路大震災からの時間軸という時代性もあった
ように思われる．すなわち発災から8 年が経過し，都市復興事業によるまちの空間像が立ち上がりつつあり
「復興期」という時間感覚が認識できるようになった時期であった．
　なお，貫井での復興訓練後，練馬区都市計画課では，「まちづくり条例」の制定作業が本格化し（2006 
年3月制定），スタッフ資源の事情などから，貫井での復興訓練から次の第Ⅱ期にかけて，業務プライオリ
ティが低い時期に入る．
　その一方，東京都の復興市民育成事業（2004 年度～2006 年度）は，大きな影響を与えた．すなわちこ
の間，この補助事業への応募説明会や進捗状況について，都庁で定期会議がもたれ，東京都の総合防災部，
都市整備局が連携して支援にあたった．

3.2　復興訓練を通した震災復興マニュアルの策定
　第Ⅱ期は練馬区震災復興マニュアルの策定期である．策定の一環として桜台地区で復興訓練が実施され
た．
　この時期は3 つの時期を通して，最も資源が投入された時期である．すなわち，区としての東京都補助事
業を活用した予算措置，内部の部長レベルの検討組織，係長レベルのワーキング，首都大学東京をはじめと
する外部専門家の継続的な支援がなされた．復興訓練対象地区となった桜台地域組織にとっての資源投入，
言い換えれば，地域住民側の負担も相当なものだったと思われる．訓練ガイダンス＋月1 回ペースで全4 回
のフルスペックの復興訓練＋地域への報告会という一連の取組みに加えて，各回の訓練数日前には地元実行
委員会が開催された．

3.3　日常時のまちづくりへの展開
　震災復興マニュアル策定後，「練馬区震災復興の推進に関する条例」の制定作業があったが，第II 期に比
べれば一段落し，また主所管も都市計画課から区内各地区のまちづくり担当部署へ移行していく．行政マ
ニュアルが策定されるということは，行政の立場で言えば職員一人一人の行動役割が与えられるということ
である．そしてその役割意識は，継続的に訓練等をおこなって持続させ，意識化していく必要がある．
　そういった日常時のまちづくりへの展開をみせつつあるこの時期のトピックとして，2 つの取り組みをあ
げることができる．1 つは震災復興をテーマとした「練馬区民と区長のつどい」である．これは地域協働復
興のカタチを模索する取り組みであり，参加者数やそこでの議論を第6章で分析する．2 つめに密集市街地
整備促進事業の計画策定プロセスへの復興訓練の適用である．密集整備促進事業で達成しようとする空間整
備水準を，延焼防止といった直接被害の低減だけでなく，直後の救助や避難に利する防災アクティビティ道
路，避難生活期に生活再建を加速させるようなオープンスペースのプラン（一種の時限的市街地と言っても
よい）など間接被害軽減も考慮して，設定しようとする試みである．
　図4 練馬区貫井がらくた公園でのバンブーシェルター実験
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　（上記の経緯を詳細に記したノートがあるのですが，まだドラフト未定稿です）

４．発災を基準点に「いま，ここ」ではじめる事前復興まちづくり
　本稿は練馬区を対象に，阪神・淡路大震災を契機に設立された自主防災組織を母体として事前復興まちづ
くりが着手され，2 地区での震災復興まちづくり訓練，震災復興マニュアルおよび震災復興関連条例の策
定，密集住宅市街地整備促進事業計画策定における復興訓練の組込みといった展開が「ゼロ年代」を通して
なされてきたことをレビューしてきた．
　断続的に関わってきた筆者の視点から，現時点での達成点を最後に少しまとめておきたい．まとめにあ
たっては，阪神・淡路の復興まちづくりを促進させた要因として吉川仁5）が示した3 つの要因に沿って考
えたい．
　①復興まちづくり主体組織の求心力
　②復興まちづくり計画案の妥当性と連続性
　③行政・地域住民・専門家の相互の信頼関係
　第1の主体組織に関連して，桜台訓練での参加者意識からもわかるように，地域復興協議会方式への動機
付け，踏み込んで言えば，⑴メンバー構成といった組織構成，⑵組織としての正統性を担保する発足手続き
論，⑶まちづくり提案作成やニュース発行といった協議会の活動内容，について震災復興まちづくり模擬訓
練を通して，一定程度の方向性が出されている．
　第2の「計画案の妥当性と連続性」に関連して指摘しておきたいのは，「事前に復興市街地像を描く」と
いうことは新しくゼロから計画づくりをおこなうことを意味しない．むしろ，これまでに完了した事業，計
画策定されているものの事業化されていないプロジェクトについて，地震被害軽減という視点から，アセス
メントをおこなってみるという姿勢が大前提となろう．ともあれ，この空間ビジョンについてはゼロ年代の
事前復興まちづくりでは十分に消化しきれなかった面を抱えている．次の課題だ．
　第3の信頼関係については，第1 の組織論とも関係してくるが，特に建築系専門家がどう地域と信頼関係
を築くか，という制度論，方法論を掘り下げておく必要があると思われる．付言すれば「フレキシブルな専
門性」がキーワードになろうか．たとえば建築家として地域に入ったとして，住宅再建によって達成しうる
「生活の質の回復」をよりわかりやすく説明していく必要がある．それは，ただ単に建物単体のつくり方の
問題ではなく，「だれとどこに住むか」といったことにも，事前復興まちづくりでは，踏み込まざるをえな
いし，「訓練」という切り口で踏み込むことが可能である．
　東京において，大きな被害が想定されるM7級の地震はいつ発生してもおかしくない．「減災」の視点か
ら2000年代に展開し，成果をあげてきた事前復興まちづくりが質量ともに広がっていくことが期待されよ
う．

参考引用文献
1） 『日本建築学会叢書』8 大震災に備えるシリーズII「復興まちづくり」2009 年
2） 高橋洋「自治と協働の防災拠点づくり̶練馬区の避難拠点運営連絡会と新しい防災住民組織̶」、『消
防科学と情報』No.73、pp.17-21、2003 年
3） 市古太郎他「事前復興論に基づく震災復興まちづくり模擬訓練の設計と試行」、『地域安全学会論文
集』No.6、pp.357-366、2004 年
4） 室地隆彦「復興まちづくりにおける自治体行政の役割」『地域と行政がともに取り組む 新しい復興の
カタチ』、地方自治職員研修、2007 年7 月号、pp.42-44、2007 年
5） 吉川仁「震災復興訓練から見えてくるもの―地域と行政、日常と非日常の間で―」『月刊 自治研』、
2007 年5 月号
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図1　復興まちづくり模擬訓練の実施地区一覧（2010年3月）

地震発生 まちに大きな被害

図●　地域協働復興の手順イメージと訓練手法の位置づけ

経過時間 　　　地域生活再建　　　　　　　　　　　　都市復興 各回標準的な訓練テーマ 対応する訓練手法

0時間 　　　地震発生！　　　まちも大きな被害を受ける！

3日後

１週間後

1ヶ月後

3ヶ月後

6ヶ月後

1年後

救出救助／広域避難

避難所開設／運営

まちの被害把握

地域復興協議会設置

避難所閉所

時限的市街地建設

時限的市街地運営

建築制限

地域協働復興に
向けた体制づくり

東京都復興方針

市区都市復興方針

復興まちづくり提案検
討

地区復興まちづくり計画策定　　

再建よろず相談会

　第1回
　復興の視点でまちを見る

　第2回
　避難所から復興を考える

　第3回
　時限的市街地：地域に
　留まって復興を進める

　第4回
　まちの復興計画を提案する

手法1：復興資源点検まちあるき

手法2：訓練用被害想定作成

手法3：住まい再建ロールプレイング

手法6：仮設の住まいデザインゲーム

手法7：仮設の商店街デザインゲーム

手法8：仮設のまちデザインゲーム

手法4：復興問題トレーニング

手法9：復興まちなみイメージづくり

手法5：復興なんでも相談会

手法10：住民による復興方針づくり

手法11：訓練成果アーカイブス
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堀堀切切地地区区  
震震災災復復興興のの進進めめ方方のの手手引引きき  

骨子(案) 
この骨子案は、今後、地域で堀切地区の震災復興の進め方を検討する際に、
たたき台としてご活用いただくために作成されました。 

葛飾区堀切地区，復興まちづくり模擬訓練を踏まえたまちの復興手順書
首都大G（吉川仁さんチーフ），マヌ都市建築

葛飾区堀切地区の復興手引き（復興協議会設立手順）



豊島区上池袋地区
復興まちづくり訓練：震災後の時間の経過に即して訓練する

11/21 12/19 2/410/04

平成21年10月から平成22年3月まで

防災まちづくりから事前復興まちづくりへ：豊島区



防災まちづくりから事前復興まちづくりへ：豊島区
 

 

 

事前復興まちづくりの都市復興対策からみた位置

建造環境整備重視 地域のエンパワーメント重視

都市のスケール

1960年代～
都市 ×建造環境整備

主な取り組み
　1964年江東区再開発基本構想
　1975年事業化：白鬚地区／亀大小地区
　1983年事業完了（白鬚東：都市防災不燃化促進事業）
　2005年事業完了（亀大小：市街地再開発事業，98.6ha）

地区のスケール

1980年代～
地区 ×建造環境整備

主な取り組み
　1981年防災生活圏構想
　1995年防災都市づくり推進計画

2000年代～
地区 ×エンパワーメント

主な取り組み
　1997年東京都都市復興マニュアル
　2003年震災復興まちづくり模擬訓練（貫井，向島）



Year Pre-disaster activities for post-disaster recovery in Nerima TMG action and earthquake disasters in Japan

2003 TMG: Revised manual for disaster recovery

2004
■10. Cyuetu earthquake(Mw6.6)

2005
  TMG:Subsidy for community-training for recovery 

2006

2007 ■7.Cyuetu-Oki earthquake(Mw6.6)

2008

2009

2010

2011 ■3.11 Tohoku Region Pacific Coast Earthquake

Fig.1 Chronicles pre-disaster activities for post-disaster recovery in Nerima

1st Community-training in 貫井

2nd Community-training in 桜台

Making an action handbook for long term
recovery in Nerima city office

Bamboo Shelter Exhibition

1st stage

2nd stage

3rd stage
District prevention planning 

　　　　　大屋根型バンブーと親子　　　　　　　　　　　骨組み膜型バンブー　　　　　　　　　

　　　　　ヴォールト型バンブー　　　　　　　　　　　　　屋台型バンブー　　　　　　　　　
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